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【論　文】
対価の前払いがある取引の収益計上時期について
―有料老人ホームの入居一時金の収益計上を中心として―
 岩　武　一　郎
はじめに
　収益の年度帰属について、しばしば問題となるものの一つに、取引の対価の前払いを受けた
場合の収益の計上時期の問題がある。原則として、次年度以降においてなすべき財貨の移転や
役務の提供の対価を事前に受領した場合（たとえば、次年度以降の賃貸料を受領した場合）は、
その対価は当該年度の収益とはならず、一旦、前受収益ないし繰延収益として負債の部に計上
され、次年度以降の財貨の移転ないし役務の提供の日の属する年度の収益として計上されるべ
きであるとされる（１）。しかしたとえば、商品引換券やプリペイドカードの発行対価は、未使
用部分について請求に応じて返還すべき義務のある場合は別として、収受の段階で益金を構成
するとした裁判例（名古屋地方裁判所平成13年７月16日判決）にみられるように、財貨の移転
や役務の提供といった反対給付とその対価との関係が無視され、対価に対する権利の確定や管
理支配の観点から課税がされる事例がみられる。今回取り上げる有料老人ホームの入居一時金
の収益計上時期についても、その返還義務が消滅した年度の収益に計上すべきであるとし、納
税者が主張した、入居一時金を想定入居期間で按分した各部分を、その想定入居期間内の各事
業年度に収益として計上する方法が否定されることとなっている。
　対価を伴わない無償取引については、対価がないのに課税するということについての理解の
困難性の故からか、数多くの検討がなされているが、対価の前払いを受けた場合については、
手許に納税資金となるべき現金が既にあるせいか、それが果たして収益として計上すべきもの
であるのか、また課税のタイミングが適切であるか詳細な検討がなされることは少なかったよ
うに思われる。典型的な売買契約のような有償双務契約においては、財貨の販売と対価の授受
との関係を、債権債務関係として捉えやすい面があり、またこのような契約においては、収益
の認識基準として実現主義を採用しようが、権利確定主義を採用しようが、結論として両者の
間に明確な差異が表れないことも多い。しかし、対価が前払いされる取引における権利構造の
解明や適切な会計処理の方法の検討については、未だ不十分であり、また法人税法22条４項に
定められている、いわゆる公正処理基準をこのような事例にどう適用すべきか検討が必要であ
ろう。
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（判例研究）東京高等裁判所平成23年３月30日判決
１　事実の概要
　X会社（控訴人・原告）は、全国７カ所で有料老人ホームを運営する財団法人である。Xは
入居者との間で終身入居契約（以下、「本件終身契約」という。）を締結した場合には、まず入
居者がXに入居一時金を支払い、以下に掲げる通り、Xは入居者に対し、原則として入居者
の死亡時まで施設を利用させ、介護等の役務を提供することとなっていた。
（１）入居者は、入居一時金を支払い、終身にわたり専用住宅及び共同利用施設を利用する権
利を取得する。
（２）Xは、入居者の介護、健康相談及び健康検査、生活全般の相談・助言を行うなどの役務
を提供する。
（３）入居者は、毎月、管理費を支払い、また食費、水道光熱費、電話料を負担する。
　また、本件終身契約は、（１）入居者が死亡したとき、（２）入居者が解約を申し出たときに
終了するが、その際、本件終身契約が入居日から５年以内（一部の契約については10年以内）
に終了したときは、Xは契約に係る中途終了返済条項に基づき入居者に対し、入居一時金の一
部を返金することになっている。
　そしてXは従来より、本件終身契約に係る入居一時金の収益計上につき、受領した入居一
時金の額を一旦前受金（以下、「本件終身前受金」という。）として負債計上し、入居者の想定
入居年数（総入居者の平均居住年数、平均余命等を勘案してXが計算した年数）で按分した
金額が、想定入居期間内の各事業年度における収益の額であるとして、負債から収益へと計上
する会計処理及びそれに基づく税務申告を行っていた。
　これに対し、所轄税務署長Y（被控訴人・被告）は、入居一時金の収益計上は、その入居一
時金のうち、返金しないことが確定した額が、その返金しないことが確定した時期の属する事
業年度の収益となるべきであるとして、Xが行った各事業年度の確定申告に係る所得金額の再
計算を行い、Xの平成15年度、平成16年度、平成17年度の所得金額が過少（または欠損金額が
過大）となることから、各事業年度について、更正処分、過少申告加算税賦課決定処分を行っ
た。これに対し、Xは各処分の取り消しを求めて出訴した。
　第１審の東京地方裁判所は、以下に述べるXの主張につき、いずれの点においても排斥し、
請求を棄却した（東京地裁平成22年４月28日判決）。また、第２審の東京高等裁判所も、第１
審と同様にXの請求を棄却した（東京高裁平成23年３月30日判決）。第２審判決は第１審判決
とほぼ同旨であるため、以下、第２審におけるX、Yの主張及び裁判所の判断を検討すること
とするが、場合に応じて１審判決の内容も取り上げる。（なお、本件においては、消費税・地
方消費税に係る処分の取り消しも争われているが、本稿においては検討の対象外とする。）
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２　Xの主張（入居一時金の収益の帰属すべき事業年度について）
　入居一時金の収益のうち、Xが契約の属する日の事業年度の益金として計上していなかった
本件終身前受金は、終身にわたる役務の提供義務等に対応する収益であるから、収益の計上時
期に関する次に掲げる会計・税務の諸原則に照らし、その収益を想定入居期間で按分した各部
分が、その想定入居期間内の各事業年度に帰属する益金になると考えるべきである。
（１）実現主義
　企業会計では、収益の計上時期について、実現主義によることが正当であるとされていると
ころ、本件終身前受金の収益が実現するのは、それに対応する役務を完了した時である。入居
者に対する役務は、入居者が生存する限り提供しなければならず、その役務の不履行に対して
は、損害賠償義務が発生する。したがって、本件終身前受金については、上記に述べた会計処
理が妥当である。
（２）権利確定主義
　税法上は、収益の計上時期について、権利確定主義が用いられることがあるが、権利が確定
したというのは、反対給付である資産の譲渡や役務の提供が必要である。入居一時金について、
返済保証期間が経過すれば、契約上は返金の必要はなくなるが、その後も役務の不履行に対し
損害賠償義務が発生するのであるから、返済保証期間の経過だけでは、権利が確定したとはい
えない。権利が確定するのは、反対給付である役務を完了した時である。
（３）管理支配基準
　Yは管理支配基準を援用し、返済保証期間の経過をもって、入居一時金の全額に対する管理
支配が生じ、したがって、同期間内に収益を計上すべきであるとするが、同基準は権利確定主
義によると著しい不都合が生じてしまう場合の例外的な基準であり、本件に適用すべきもので
はない。
（４）公正処理基準
　Xが行う上記の会計・税務処理基準は平成14年７月18日付の厚生労働省老健局長から各都道
府県知事に宛てた通知である「有料老人ホームの設置運営標準指導指針について」に基づいて
おり（２）、監査法人からも監査適正意見を受けているのであるから、これが法人税法22条４項
の「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」に該当することは明らかである。
３　Yの主張
　以下の会計・税務上の諸原則に照らせば、入居一時金の収益は、返還しないことが確定した
部分ごとに、当該返還しないことが確定した事業年度の益金となる。
（１）権利確定主義
　法人税法22条４項のいわゆる公正処理基準とは、必ずしも企業会計原則などの会計上の原則
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とは一致しないところ、収益計上時期については、権利確定主義が公正処理基準であるとされ
る。そして、権利確定の時期は、私法上の法律関係に即して判断されるべきであり、本件にお
いては、Xが役務を提供すべき期間が不確定であるため、入居一時金を役務提供期間に按分す
る方法によって権利確定の時期を決めるのは不可能である。他方、契約等において、受領した
金員の返還を要しなくなった場合に、権利の確定があったとする考え方もある。Xは、役務の
不履行があった場合に、損害賠償義務が生じる余地があるとして返済保証期間の経過のみでは
権利は確定しないとするが、損害賠償義務の金額は、実際に発生するまで不確定であり、それ
を基礎に収益計上すべき額を計算することは不可能なのであるから、そのような事情を考慮す
ることはできない。
（２）管理支配基準
　収益計上時期の認定には、権利確定主義でなく、管理支配基準が用いられる場合もあるが
（ただし、両者は必ずしも別の概念ではない。）、Xが受領した入居一時金は、返還されないこ
とが確定したときに、Xが自由に事業資金等に充てることができ、管理支配しているというこ
とができるから、前記の基準は管理支配基準にも適合する。
（３）実現主義
　企業会計原則では、実現主義が採用されているが、本件終身契約は、役務の履行にかかわら
ず、返済保証期間を過ぎれば、入居一時金の返還を要しなくなるものであるから、通常の実現
主義の基準によることは不適当である。
（４）公正処理基準
　Xは、Xが採用する会計処理が、主務官庁の通知に準拠したものであるとして、公正処理基
準に合致すると主張するが、Xは、同通知の「償却年数」という語の解釈を誤っている上、そ
もそも、同通知は会計処理について定めたものではないのであるから、失当である。また、想
定入居期間の算定が、その計算の性質上、恣意性を排除し得ないから、Xの採用する会計処理
は、客観的規範性を欠き、公正処理基準に合致するということはできない。
３　判旨
請求棄却。
（入居一時金の収益の帰属すべき事業年度について）
（１）収益計上時期の一般的基準
　「ある収益をどの事業年度に計上すべきかは、一般に公正妥当と認められる会計処理の基準
に従うべきであり、これによれば、収益は、その実現があった時、すなわち、その収入の原因
となる権利（収入すべき権利と同義。以下同じ。）が確定したときの属する年度の益金に計上
すべきであり、また、その収入の原因となる権利が確定する時期は、それぞれの権利の特質を
考慮し決定されるべきである。」
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（２）本件入居一時金の収益計上時期
　「本件入居金一時金は、入居者に対し、終身にわたり、Xの施設を利用させ、介護を提供す
ること等の役務に対する対価としての機能を有する一方、当該役務を提供すべき期間は、入居
者の死亡、当事者の解約の申出等の不確定な事情によって定まり、中途終了返済条項の定める
額以外の額は、その返還を要しないという点に特徴がある。そうすると、本件入居一時金は、
一定期間の役務の提供ごとに、それと具体的な対応関係をもって発生する対価からなるもので
はなく、上記役務を終身にわたって受け得る地位に対応する対価であり、いわば賃貸借契約に
おける返還を要しない保証金等に類するというべきである。」
「このような本件入居一時金に係る権利の特質に照らせば、本件入居一時金の収入の原因とな
る権利が確定する時期は、上記役務の提供の有無等にかかわりなく決せられるべきところ、そ
の収入の原因となる権利は、期間の経過により、その返還を要しないことが確定した額ごとに、
その返還を要しないことが確定した時に実現し、権利として確定するものと解するのが相当で
ある。」
（３）厚生労働省通知の公正処理基準該当性
　「確かに、通知の趣旨が、本件一時入居金のような「一時金」を複数の事業年度に配分して
収益計上するに当たり、その複数の事業年度にわたる期間（償却期間）の長さは、入居者の平
均余命を勘案して決めるべきことを求めたものであることは認めることができる。」
　「しかし、（そのような方法は：筆者注）資金収支計画及び損益計画の観点から、償却期間の
経過後、収入がないのに支出が生じる期間が長期にわたるなどして資金繰りが困難になること
のないようにすることを目的にしたものである」
　「（ある書籍には：筆者注）「受入れた入居金のうち返還を要しなくなった部分をその年の収
益額として計上する」として、上記通知のいう「償却期間」を返済保証期間と一致させるべき
である旨の記載がされていることが認められる」
　「想定入居期間を採用するX以外の有料老人ホームの存在をうかがわせる証拠もない」
　「（以上のことからすれば、Xの採用する会計処理が：筆者注）法人税法22条４項の「一般に
公正妥当と認められる会計処理の基準」に適合するとみることはできないといわざるを得な
い。」
４　研究
判旨に反対。
（１）収益認識の一般的基準の検討
　本判決は収益計上時期の一般的基準につき、「ある収益をどの事業年度に計上すべきかは、
一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従うべきであり、これによれば、収益は、その
実現があった時、すなわち、その収入の原因となる権利（収入すべき権利と同義。以下同じ。）
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が確定したときの属する年度の益金に計上すべきであり、また、その収入の原因となる権利が
確定する時期は、それぞれの権利の特質を考慮し決定されるべきである。」として、輸出取引
に係る収益の計上時期として、船積みの時点で収益が発生するとした最高裁判決を引用し（３）、
いわゆる権利確定主義を用いて一時入居金の収益計上時期を判断した。
　しかし一方で同最高裁判決は「もっとも（中略）右の権利の確定時期に関する会計処理を、
法律上どの時点で権利の行使が可能になるかという基準を唯一の基準としてしなければならな
いとするのは相当ではなく、取引の経済的実態からみて合理的とみられる収益計上の基準の中
から、当該法人が特定の基準を選択し、継続してその基準によって収益を計上している場合に
は、法人税法上も右会計処理を正当なものとして是認すべきである。」とも判示し、取引の経
済的実態からみて合理的とみられる基準を継続的に用いている場合には、それも認められると
いう弾力的解釈を示している。本判決においては、この部分に関する引用はなされてはおらず、
もっぱら、法律上どの時点で権利の行使が可能になるかという基準に力点を置いて判断を行っ
たことが伺える。
　権利確定主義を採用する意義については、所得税法に関する判例ではあるが、権利確定主義
は課税公平の実現という要請と徴税の便宜のための画一的な判断基準の必要性という観点から、
そのような要請に応えるものとして、会計理論上の発生主義に対応して税法上採用されるに
到ったものである旨判示したものがあり（大阪地裁昭和44年12月２日判決）、期間損益の決定
に関する法的基準としての意味をもつものとして考えることができるが（４）、権利確定主義に
おいて、どのような状態になった場合に権利が確定するのか、権利の行使が可能になるという
ことがどの程度で法律上の保護を受けられる状態をいうのかについての明確な基準が示されて
いる訳ではない（５）。つまり権利確定主義を用いて収益の計上時期を判断するにしても、｢取引
の類型や態様に応じて適切な基準を設定する必要がある（６）｣ ことになる。
　では、本件終身契約における入居一時金の収益計上時期の判断に権利確定主義を適用すると
して、どのような問題点が生じることになるか検討してみよう。
（２）権利確定主義適用にあたっての問題点
　まず、ある取引の収益計上時期につき、権利確定主義を適用しようと思えば、当該取引の法
的性質を解明して、取引当事者の権利関係を明確にすることが必要となろう。この点につき、
本件終身契約のような有料老人ホームの終身入居契約についてはその契約の性質が必ずしも一
義的に明確になっている訳ではない。このような、有料老人ホームの終身入居契約やそれに伴
う一時入居金の法的性格については学説、判例とも対立する見解が存在する。
　一つは、終身入居契約における入居一時金は、施設の利用者に対する利用権の付与を行うこ
とへの対価であるとする見解である（利用権説）。最高裁において、大学の入学金につき、入
学しうる合格者が当該大学に入学し得る地位を取得するための対価としての性質を有し、当該
大学が合格者を学生として受け入れるための事務手続等に要する費用にも充てられることが予
定されているとした上で、その後に在学契約が解除され、あるいは失効しても、大学はその返
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還義務を負う理由がないとする判例が存在する（最高裁平成18年11月17日判決民集60巻９号
３４３７頁）。そしてこの考え方が、有料老人ホームの終身入居契約にも妥当するとする見解が利
用権説である。この考え方によれば、入居一時金は、利用権取得に対する対価ということとな
り、いわゆる権利金の一種であると考えることができよう。
　他の一つの見解は、終身入居契約における入居一時金は、入居者が当該施設に居住するため
の賃貸借契約の対価としての性格と、入居者に対して各種の（例えば、食事提供、洗濯・掃除
等家事援助、健康管理、介護サービス等）生活支援サービスを提供する、長期の継続的役務契
約の対価としての性格を持つとする見解である（賃貸借契約と役務契約混合説）。
　いずれにしても、どちらの見解を採用するかによって、権利確定主義による収益計上時期の
判断に異なる結果が生じることは明らかであろう。
　次に、本件終身契約にうたわれる、中途終了返済条項をどのように位置づけるかの問題があ
る。中途終了返済条項によれば、入居から５年（一部の契約では１０年）の返済保証期間を経過
すれば、契約上は入居一時金を返金することはなくなるのであるから、これをもって権利の確
定と考えることもできよう。しかし、本件終身契約の対価が賃貸借契約と役務契約の混合契約
の対価であるとする見解をとれば、たとえ返済保証期間を経過したとしても、Xが入居者に対
し各種役務を提供する契約上の債務は、契約終了時まで存在するのであり、仮にXが債務不
履行を起こした場合には、役務の対価の前払いと考えられる入居一時金を返金しなければなら
なくなることも起こりうる。そうであるなら、返済保証期間の経過をもって権利の確定は生じ
ず、契約終了時になって初めて権利が確定すると考えることも可能である。いずれの判断が妥
当なのであろうか。
　中途終了返済条項に関しては、入居一時金の償却との関係について、以下のような疑問もあ
る。入居一時金の負債勘定から収益勘定への償却処理が、仮に入居者へ返金すべき入居金の保
全を目的として行われているのであれば、なぜその償却期間と返済保証期間とが一致せず、
別々の期間になっているのであろうか。このことは、返済保証期間が償却期間よりも著しく短
く設定されているのであれば、有償双務契約に関する民法の一般原則に反し、その条項は無効
な場合もありうるという指摘（７）から類推すれば、償却期間と返済保証期間とが一致するのが
本来の在り方であると考えられなくもない。課税庁や裁判所が主張するように、中途終了返済
条項にことさらの意味があるとする考え方にも疑問が生じることとなる。
　有料老人ホームにおける終身入居契約の解釈をめぐっては、以上のような問題点があり、こ
のようにその性質について多くの疑義のある契約について権利確定主義に基づき適切な基準を
設定する作業はなかなかに困難であると考えざるを得ない。
（３）終身入居契約・一時入居金の法的性格の検討
　有料老人ホームの終身入居契約やそれに伴う一時入居金の法的性格について、賃貸借契約と
役務契約混合説を採用し、入居一時金を入居者に提供する各種の役務の対価と考える限り、そ
の収益の期間帰属を判断するにあたっては、困難な問題が発生する。なぜなら、通常行われる、
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不動産の賃貸借契約等においては、あらかじめその役務提供の期間が決定しており、具体的に
は１ヶ月もしくは１年単位での役務提供の対価である賃借料の設定が可能であるため、受領し
た賃借料をどの期間に帰属させるかの決定が可能である。しかし、本件のような終身入居契約
においては、原則として入居者の死亡や解約による契約の終了時までの役務提供の対価である
入居一時金を一括して受領する場合には、役務提供期間を事前に知ることは不可能であり、個
別の入居契約を基礎とする限り、入居一時金総額を収益として配分する償却期間を事前に決定
することは不可能となる。
　また、役務提供期間は個々の入居者によって異なるのに、入居一時金は一律であるという点
も、入居一時金が役務提供の対価であるという理解を阻害する。
　このような、有料老人ホームの終身入居契約に対する理解の困難性に起因してか、本判決は、
入居一時金の法的性格について、それは役務提供の対価ではなく、役務を受ける地位を得るた
めの対価である賃貸借契約における保証金等に類するものであるとし、上記の利用権説を採用
したのである。確かに、それを前提とするなら、入居一時金を支払ったと同時に、入居者は当
該施設において各種役務等を受ける地位を得るという反対給付の履行を受けることになるから、
入居一時金の収益計上は、権利確定主義に基づけば、（返還保証部分への考慮は必要である
が）基本的に入居一時金の受領時に行われるのが妥当だということになろう。このように考え
れば、上述のような、収益計上に伴う問題点はすべて解消することになるであろうし、また課
税庁の主張ともほぼ一致する結果となる。
　しかし、裁判所が行った、入居一時金は役務提供の対価ではなく、保証金等に類するもので
あるという判断には幾つかの問題点が存する。
　まず、利用権と呼ばれる権利の希薄性が問題である。すなわち、通常の賃貸借契約の場合で
あれば、賃借権は被相続人の相続財産として相続の対象となるが、有料老人ホームの入居契約
においては一般に、入居者の地位が相続の対象となることが否定されており（８）、また他人へ
の譲渡をすることも禁止されている。このような点からみると、有料老人ホームの入居資格は、
通常の賃貸借における賃借権に比べて遙かに権利性が希薄であり、いわゆる利用権と呼ばれる
ものが資産としての実質を備えるものと考えるのは困難であろう。従って、このように考える
ならば、入居者が利用権という権利の実態が希薄なものに、高額な入居一時金を払う理由を説
明するのは困難となる。
　本件終身契約においては上述の通り、入居者は契約時に入居一時金を支払い、それ以外には
毎月の管理費、食費、水道光熱費、電話料を支払うこととなっており、それ以外の支払いはな
い。そのような事実からは、本件終身契約は、いわば、Xと入居者との間の施設に係る賃貸借
契約とその他の役務提供契約が一体となったものと考える方が自然である。その上で、入居者
としては、入居者の死亡等により契約が解除するまでの不確定の期間（いわば自らの平均余命
を考慮しそれまでの期間）に対して、定額の対価を支払うこと（契約が短期間で終了すれば、
対価は割高となるが、比較的長期間入居者が生存するなどすれば、対価は割安となるという、
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いわば運に左右される契約であること。）を了解したうえで（もしくは高齢者入居施設の不足
という状況に伴う、施設提供者と入居希望者との必ずしも対等でない関係によって、入居希望
者としてはしぶしぶ）そのような入居契約に合意していると考えるほうが妥当であろう。入居
一時金の対価が施設利用権の対価であるという見解は、その実体が家賃や役務提供の対価であ
るものを、利用権という権利の対価に置き換えることで、施設側が早期の段階で入居一時金を
入居者に返還しないことを正当化する方便であると考えられなくもない。利用権説は有料老人
ホームの利用者保護の観点からは、おおいに問題がある見解だといわざるを得ない。
　さらに終身入居契約に関係する諸法規の規定をみてみよう。有料老人ホームは、老人福祉法
第２９条に定められた高齢者向けの生活施設であり、その設置者は、あらかじめ、その設置しよ
うとする地の都道府県知事に同条所定の事項を届け出なければならないものとされている。
従って、有料老人ホームの設置者は、老人福祉法の規定に服すべきことが求められることとな
る。まず入居一時金の定義について、老人福祉法においては「いかなる名称であるかを問わず、
有料老人ホームの設置者が、家賃又は施設の利用料並びに介護、食事の提供及びその他の日常
生活上必要な便宜の対価として収受する」「前受金」のことを入居一時金という旨が定められ
ている（９）。さらに、前述の厚生労働省の通知においても、入居一時金の算定方式に関連して、
それに家賃相当額が含まれることを前提とした指針を公表している事実もある（10）。また、本
判決以降の動向ではあるが、老人福祉法の平成２３年度改正により、同法第２９条６項に ｢有料老
人ホームの設置者は、家賃、敷金及び介護等その他の日常生活上必要な便宜の供与の対価とし
て受領する費用を除くほか、権利金その他の金品を受領してはならない｣ という規定が新設さ
れた。これらの規定が上記の利用権説ではなく賃貸借契約と役務契約混合説に基づいて設けら
れていることは明らかであり、有料老人ホームに関する法的規制においては、有料老人ホーム
の終身入居契約やそれに伴う一時入居金の法的性格については、賃貸借契約と役務契約混合説
に基づくことで決着がついていると考えられる。
　従って、裁判所が示した利用権説に基づく「本件入居一時金は、一定期間の役務の提供ごと
に、それと具体的な対応関係をもって発生する対価からなるものではなく、上記役務を終身に
わたって受け得る地位に対応する対価であり、いわば賃貸借契約における返還を要しない保証
金等に類するというべきである。」という判断は有料老人ホームに関する関係諸法規の立場と
は異なるものであり、老人福祉法においても否定された考え方を裁判所が維持することは難し
いのではなかろうか。現在、この事件については、最高裁に上告中であるとのことであるが、
最高裁は本件終身契約の解釈にあたっては、これらの点を考慮する必要があるだろう。
（３）公正処理基準による検討
　もともと入居一時金の法的性格については、入居者に提供する各種の役務の対価として捉え
ることで、納税者と課税庁との両者の見解に対立はなくその点は一致していると考えられる。
そしてそれを前提とした上で、納税者は一時入居金を想定入居期間にわたって按分する方法を
主張したのに対し、課税庁は（課税庁が主張する）権利確定主義に基づき、返還不要となった
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時点での収益計上を主張したところに見解の対立が存在するのである。課税庁が主張するよう
に、権利確定の時期は、私法上の法律関係に即して判断されるべきであるが、本件においては、
Xが役務を提供すべき期間が不確定であるため、入居一時金を役務提供期間に按分する方法に
よって権利確定の時期を決めるのは不可能であり、そうであるなら、受領した入居一時金の返
還を要しなくなった場合に、権利の確定があったとする考え方も一応は肯定できないこともな
い。しかし、納税者が主張する、入居一時金を想定入居年数にわたり按分し収益計上を行う方
法についても、確かに権利の確定を基準とする方法ではないが、それが、取引の経済的実態か
らみて合理的であれば、上記最高裁判例からみても、収益計上基準として妥当なものと考える
ことができるのであり、ことさらに納税者が用いた方式を排斥する理由はないこととなろう。
それでは、いずれの収益計上の方法が妥当といえるのであろうか。この点については、法人税
法２２条４項のいわゆる公正処理基準の立法趣旨から判断を行うべきであろう。すなわち同項の
立法趣旨は、たえず流動する社会経済事象を反映する課税所得については税法において完結的
にこれを規定するよりも、適切に運用されている会計慣行にゆだねることの方がより適切であ
ると思われる部分が相当多いという観点を明らかにするものであるとされている（１１）。ではこ
れを手がかりに検討してみよう。
　納税者が主張する、入居一時金を想定入居年数にわたり按分し収益計上を行う会計処理は、
どのような理由で行われているのであろうか。この点につき、老人福祉法第２９条第６項は、入
居一時金の返還金の算定基準を書面で明示することや、返還金の保全措置を施設の設置者に義
務づけている。従って、返還金の保全措置を講じるという点においては、課税庁の主張すると
おり、中途終了返済条項に基づき、入居から５年（一部の契約では１０年）の返済保証期間を経
過すれば、契約上は入居一時金を返金することはなくなるのであるから、これに基づき保全措
置を解除し、収益計上（すなわち償却）をおこなえば一応同法の規定には違反しないと考える
こともできる。しかし一方で厚生労働省通知においては、一時金の償却年数について平均余命
を勘案し決めることを求めている。設置者としては、いずれの方法に従えば良いのか判断に困
るであろう。
　日本弁護士連合会が平成２３年２月に公表した ｢高齢者施設の入居一時金等の問題に関する意
見書｣ によれば、入居一時金は、理論上、平均余命に合わせて定期的に後払家賃、サービス変
動費、サービス不足費などを支払うために入居者が預けた預け金であって、平均余命までに実
際に必要な金額以上に預かることができるが、退所時に精算し、残額があれば返還しなければ
ならない（あるいは平均余命を超えた場合は返還義務がなくなる）ことが原則となる預け金の
契約と考えられるとする。また、入居金一時金の法的性格は、入居それ自体の対価（権利金）
ではありえず、有料老人ホームなどにおいて提供される種々のサービスの対価として収受され
る前受金と解するのが自然であるから、入居契約が償却基準期間内に終了してサービスを受け
られなかった対価相当額が発生した場合は、この前渡し分は返金されるべきである旨主張する。
つまり、この意見書によれば、法律的には、たとえ中途終了返済条項に基づく返済保証期間を
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経過しても、入居一時金を返金することがあることを指摘しているのである。上記の厚生労働
省通知の趣旨も基本的にこの意見と同様の立場であると思われる。
　有料老人ホームに関しては、主に退所時の入居一時金の返金をめぐって、紛争が多発してい
る現状にある（１２）。特に償却期間に関しては、実際の各施設が定める償却期間は入居者の平均
余命に関わりなく一律に定められていることが多く、期間としては１０年未満の施設が多いのが
現実であり、即時償却のケースも含め、明らかに入居者の平均余命よりも短期間に償却するこ
とを前提としている施設が多いとされる（１３）。このような実態が、施設の利用者保護を目的と
する老人福祉法の趣旨に適ったものと考えることには無理があろう。同法がいわゆる９０日ルー
ルを設けている趣旨や入居一時金の法的性質を明確に規定していること等から鑑みると、老人
福祉法第２９条第６項における、入居一時金の返還金の算定基準については、入居者の平均余命
を勘案したものを想定していると考える方が厚生労働省通知との整合性もとれることとなり、
同法の立法趣旨に適うこととなろう。そしてそれに基づいた、入居一時金を想定入居年数にわ
たり按分し収益計上を行う会計処理を行い、返還金の保全措置を図ることが、有料老人ホーム
の終身入居契約の経済的実態に合致し、公正処理基準が要求する、適切に運用されている会計
慣行に該当するのではなかろうか。
　課税庁が主張する、中途終了返済条項に基づき、返金しないことが確定した額が、その返金
しないことが確定した時期の属する事業年度の収益とする会計処理についてはどのように評価
できるであろうか。このような会計処理が容認されるのであれば、契約当事者同士が合意する
限り、入居一時金の収益計上（償却）についてはその期間が短期間であっても、無制限に許容
されることとなるが、そうなれば施設の設置者にとっては、入居者の回転が早ければ早いほど
収益が上がるということになり、特に早期に入院や死亡による退去が予想されるところの、病
気の者や超高齢者を受け入れることが、設置者にとって好都合となり、また、一旦入居した者
を早期に退去する方向での経営上のインセンティブが働くという不都合な事態を招く危険性が
ある。従って、老人福祉法や関連諸法規（１４）の目的から考えても、このような会計処理が公正
処理基準に合致するとは思われないのである。
　また、課税庁は、想定入居期間の算定が、その計算の性質上、恣意性を排除し得ないから、
Xの採用する会計処理は、客観的規範性を欠くとするが、例えば、入居契約時における入居者
年齢の統計等を参考にして、その平均年齢における平均余命期間を基準として、想定入居期間
を算定する等すれば、後日検証可能な客観的規範性をもつことは可能であり、想定入居期間を
使用する償却方法がことさらに課税上の弊害を招くとは考えられない。そのような方法が、一
定の客観性・合理性を備えており、かつ継続的に使用されるのであれば、収益の期間帰属を決
定するにあたって特に問題はないといえる。
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おわりに
　対価の前払いがある取引の収益計上時期に関しては、たとえば「ただし、たとえば代金の前
払を受けた場合を考えると、その時点で対価に対する管理支配が開始することから分かるよう
に、管理支配のみによって計上時期を規律することはできない。」（１５）とする指摘もある。さら
に、権利確定主義や管理支配基準に批判的な見解からすると、「収益の本源は、資産の譲渡や
役務の提供という取引に求められるべきであり、したがって益金の年度帰属も、対価の収受や
債権の成立とは無関係に、譲渡や提供という取引事実が認められた年度とされるべきである。」
（１６）ということになり、取引の対価が前払いされるからといって、そのような理由をもって対
価が後払いされる取引と収益計上時期を区別する必要はないこととなる。むしろ法人税法２２条
４項のいわゆる公正処理基準という規定を重視するなら、ある私法上の取引に係る法規制の目
的・精神を尊重した上で、課税上の取扱いを考慮する必要があるのではあるまいか。
　取引対価の前払いが行われた場合においては、収益の計上基準として、実現主義を採用する
か、あるいは権利確定主義や管理支配基準のいずれを採用するかによって、収益計上時期が大
きく異なる結果となる。したがって、取引形態が多様化し、前払式支払手段が一般化する状況
においては、あらためて、これらの計上基準についての再検討や、収益の本質が何であるかに
ついての再検討が重要となると思われる。
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